
contents元気な研究会
　工業技術センターでは、現在県内中小企業等で構成

された様々な研究会の支援を行っています。研究会に

は、業種や職種の枠を超えた人々が集まり、共に山梨

の産業発展のために活動を続けています。そこで、そ

の中から元気に活動している研究会にスポットを当て

てご紹介いたします。

　本研究会は、平成７年に

設立し山梨県内外のダイカ

スト、プラスチック、プレス、

金型材料、金型製造に関わ

る企業、大学、機関等の技

術者、研究者等の連携を通

じ、各事業活動および普及

啓発を行うことで、その関連技術や資質の向上を図るとと

もに、本県関連産業の発展に寄与することを目的としてい

ます。現在、法人会員13社、個人会員6名で構成されてお

り、毎年活発な交流が行われております。

 研究会の活動としては、「型」に関連する数々のテーマに

ついて年2回程度講習会を開催しております。最近の講習

会のテーマとしては、中国・東南アジアを視野に入れた金

型産業の展望や金型製造における最新技術、また今後の

自動車産業における金型業界の指針ならびにCAEの必要

性・活用法について実施しました。さらに、県外企業ならび

に展示会への視察研修を年2回開催しており、最近では自

動車のディーゼルエンジン部品の製造工場、日本国際工

作機械見本市（JIMTOF）および加工機メーカなど見学先も

●  県内で活動している様々な研究会を紹介するコラム
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多岐にわたっております。特に昨年度は、(独)日本原子力

研究開発機構において、今後金型材料の評価技法として

ますます期待されている中性子ビームを用いた非破壊検

査や残留ひずみ測定などの最先端研究施設の見学も実

施しております。

 「ものづくり」には欠かせない「型技術」産業の発展ととも

に更なる向上を目指し、精力的に活動を行っていきたいと

考えております。本研究会に興味ある方は、お気軽に担当

までお問い合わせください。

［担当 ： 高度技術開発部 研究員 萩原義人］
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巡回技術支援事業

地場中小企業重点支援事業

技術相談

依頼試験・設備利用等

技術支援

人材育成

　当センターでは、「信頼される工業技術センター」をコンセプトに、現場重視、スピーディな対応、産学
官連携の推進等を基本視点とした「平成21年度事業計画」を策定し、企業の皆さまとの信頼関係が今ま
で以上強くなるよう職員一丸となって取り組んで参りました。ここでは主な事業の実施状況についてご
紹介いたします。※件数等は2月末までの実績です

企業を支える人材の育成を目的に、研修生の受け入れや専門知識
を有する講師を招いた各種講習会を開催いたしました

新製品の開発や新技術の創出を目指した産学官研究の推進及び企
業の課題解決等の上で必要となる研究を実施いたしました

情報提供

研究開発

当センターからの情報をいち早くお知らせし、より多くの皆さま
にセンターをご利用いただくため積極的な情報発信を行いました

製造現場での技術相談・指導

企業の直面する課題解決のため、研究員あるい
は客員研究員を現場に派遣　

来所、電話、インターネットでの相談

分析・測定・加工等の依頼試験及び試験機器・
加工機器等の設備利用　　　　　　

不況対策技術力向上セミナー

出前技術講座

ものづくり人材育成研修

講習会・研修会

新規導入設備研修会

技術者研修

人材育成のための技術セミナー　　

技術的な課題等に対してセンター職員が直接企
業へ伺い、説明、解説を行う

広範囲な技術分野の基礎から応用まで学ぶ研修

専門の講師陣による各種講習会等

新規に導入した設備に関する研修会

センター職員による技術研修

試験研究 地場分野 12 テーマ、基盤分野 20 テーマを実施　

工業技術センターニュース Vol.102 ～ Vol.104

Y.I.T.C. メールマガジン No.109 ～ No.141　

ものづくりデザイン塾

1,399 件

14 件

3,122 件

17,591 件

4 講座

25 社

19 講座

21 講座

31 講座

4講座

35 人

32 テーマ

受託研究 企業が対応できない技術開発や製品開発を有料で支援　 17 テーマ

3回

33 回

商品開発の総合的な実務能力をもつ「商品開発
リーダー」の育成

平成21年度事業計画の実施状況

企業の現場に出向いた技術支援の強化を行うと同時に、業界のニー
ズを把握しスピーディな対応を目標に技術支援を実施いたしました













工業技術センターメールマガジン
講習会など最新の情報をお届けします

生産工程の効率化や高付加価値化等を図るため、中小企業
の研究開発への取組み等を支援します
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技術研究開発等補助金制度のご案内

                   　経営基盤の強化や技術革新に即応するため、新
技術及び新製品の研究開発等を行う事業への助成制度です。 

                     　 地場中小企業者、または地場中小企業者を代
表法人として構成された企業連携体、または地場中小企業
者によって構成されている組合等

                                 100万円～500万円 （研究開発事業費の1/2
を助成） ［例］：研究開発事業費600万円→300万円を県が補
助、研究開発事業費1,200万円→500万円までを県が補助 

　　　　　　　原材料費、構築物費、機械装置費、外注加工
費、等

　　　　　　　　平成22年4月以降、年2回を予定

　県では、県内中小企業者等が実施する新技術研究・新製品開
発に係る研究開発事業や販路開拓事業への取り組みを支援し、
中小企業の技術開発や新事業活動の展開を推進することを目
的とし、事業に要する経費の一部を補助します。
どうぞ積極的にご活用下さい。

【申請受付先】
　  ● 山梨県工業技術センター
　　〒400-0055　甲府市大津町2094　
  　● 山梨県富士工業技術センター
　　〒403-0004　富士吉田市下吉田2095

【問い合わせ先】
　  ● 県庁産業支援課  技術・事業化支援担当
　　TEL.055-223-1541
  　● 山梨県工業技術センター  総合相談・研究管理科
 　　TEL.055-243-6111
  　● 山梨県富士工業技術センター  企画情報科
 　　TEL.0555-22-2100

工業技術センターのご利用について
まずはお気軽にお問い合わせください

　工業技術センターでは、技術的な研究開発、課題・問題解決、

情報収集、技術習得など、ものづくり現場で生じる様々なニー

ズに幅広くお応えしております。初めてのご利用で担当部署が

はっきりしない方、どこが窓口か分らない方は、まずはこちら

にお問い合わせください。

  ●総合相談・研究管理科　TEL.055-243-6140

　工業技術センターからの最新情報を、メールマガジンでい

ち早く企業の皆さまにお届けしております。

下記フォームからご登録いただき、ご利用下さい。

  http://www.yitc.go.jp/touroku.html

  ●技術情報科　TEL.055-243-6122

総合相談・研究管理科では、共同研究の実施や技術的課題の解
決など、中小企業の事業活動全般についても随時相談を受け
付けております。お気軽にお問い合わせください。

補助概要 　  

補助対象者  

                   山梨県工業技術センター又は富士工業技術セン
ターのコーディネートにより産・学・官の共同研究体を構成
し、成長が期待される分野に係る新技術・新製品の開発を行う
事業への助成制度です。 

                    　県内中小企業者を代表法人とし、工業技術セン
ターがコーディネートする産・学・官連携による共同研究体

補助概要   

補助対象者  

補助額（補助率）  

補助対象経費    

                      新規性の高い製品の販路拡大事業への助成制度
です。

                     　経営革新計画の知事承認を受けた事業を行う
県内中小企業者 

                                 100万円～1,000万円 （研究開発事業費の
2/3を助成）［例］：研究開発事業費1,800万円→1,000万円まで
を県が補助、研究開発事業費900万円→600万円を県が補助

　　　　　　　原材料費、構築物費、機械装置費、外注加工
費、等

補助概要 　  

補助対象者  

補助額（補助率）  

補助対象経費    

                               20万円～100万円 （事業費の1/2を助成）

　　　　　　　謝金、旅費、庁費、等

補助額（補助率）  

補助対象経費    

募集期間（予定）   

　　　　　　　　平成22年4月以降、年2回を予定募集期間（予定）   

　　　　　　　　平成22年4月以降、年1回を予定募集期間（予定）   


